
主目的 4 16 2

副目的

款 項 目 大 中

○

無

単位

千円

人

千円

人

千円

千円

％

千円

千円

千円

430

費用合計

0.60

人件費

従事者数

人件費

従事者数

0.60

費
用

0

直接経費

00

0.000.00

一部又は全部委託

実施・運営
方法

教育委員会（定例・臨時）を円滑に開催するため、関係機関との協議調整、書類作成、
教育委員への連絡等の事務を行う。
教育委員が、市内学校・社会教育施設視察、小中学校・市内高校卒業式出席、愛日地
方事務協議会等会議出席のための事務を行う。

目的
（対象をどの様
な状態にするの

か）

内容
（手段）

指定管理・外郭団体

教育委員会の適切な運営維持を図る。

名称：　　　Ｎ Ｐ Ｏ ・ そ の 他

総合計画
分野別計

画

予算区分 1 1

教育文化

市が直接実施・運営

根拠法令・個別計画

学校教育

10

名称：

地方教育行政の組織及び運営に関する法律

2 1

会計区分 法定受託系

平成１２年度以前 平成３０年度以降～事業期間

事業番号

教育委員会運営事業

337

平成２３年度事業シート（概要説明書）《※平成２２年度実施事業》

教育委員会事務局

事
　
　
業
　
　
の
　
　
概
　
　
要

受益者負担 内容

事務事業名

0

一般財源

0
財
源

4,148

0

コ
　
　
ス
　
　
ト

4,148

3,649

100.1

3,655

その他財源

436

Ｈ23予算額Ｈ21決算額

0.60

3,655

0

0

担当係

事業類型

教育力を向上させる

一般会計

地域住民組織

3,2193,219 3,219

Ｈ22決算額

929

0

3,649

0.00

対前年比

庶務課

庶務係

担当部

担当課

正職員

その他職員

国・県支出金



単位

目標

実績

目標

実績

目標

実績

単位

目標

実績

目標

実績

二
次
評
価

判定理由 一次評価のとおり

A 市が実施(現状維持又は充実)

成果指標名

事業を廃止・
休止したとき

の影響
教育委員会の適正な運営が不可能となり、教育行政に大きな影響を与える。

判定理由

市が実施(現状維持又は充実)

事
業
の
自
己
評
価

（
一
次
評
価

)

今後の事業
の方向性

（今後の取組
み・改善計画

等）

判　　　定 A

　教育施策はますますの拡充が図られるとともに、行政委員会としての教育委員会の責
務は重大になってきている。
教育委員会制度本来の目的を達成するためにも、会議において活発な議論や意見交換
がなされるよう、努めることが必要である。

　教育委員会制度の確立のためには、市が実施するべきであるため。

教育委員会(定例・臨時)

事業目的の
達成状況

　定例的な教育委員会の開催により、首長から独立した行政委員会としての役割を
はたすことができた。
　また、必要に応じ臨時に教育委員会を開き、内部統制をはかることができた。

12

14

12

業
　
　
　
　
績

回
成
果
指
標

教育委員会(定例・臨時)

活
動
指
標

活動指標名
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12 12

H23

12
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12
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